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ｌ問題の所在
現代の民主主義は代表民主制を中心に展開している。すなわち，代表民主
制とは，権力の国民への分配を選挙・投票という選択行為に限定し，実際の
権力行使は選挙によって選ばれた代表者が行うことを原則とする制度をいう。
直接民主制に対立する概念で，間接民主制または代議制とも呼ばれている。
日本国憲法前文の「そもそも国政は，国民の厳粛な信託によるものであって，
その権威は国民に由来し，その権力は国民の代表者がこれを行使し，その福
利は国民がこれを享受する」という規定はこの原理を承認したものである。
そして，代表民主制の制度的表現の中核は議会制である。近代議会制は，
中世の等族会議の身分的特権から一般人民の信託による権力へという原理的
転換によって成立したのであり，市民的自由の保障のために法を定立する機
能を議会（立法府）に与えている。
議会の構成員は直接国民全体を代表するもの（国民代表）とされるが，そ
こには社会構造の同質性を前提とした予定調和が存在するという考え方が存
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在していた。
現代においては，代表民主制の基礎となる，有権者間での社会構造上の同
質性は失われ，国民代表はかえってイデオロギー的性格を濃厚にもつように
なった。そのため，代表民主制の主要な問題点は，いかにして全国民的利益
を代表するものを選び出すかではなくして，社会の多元的な相対立する諸利
益をいかに正確に議会に代表させるかという問題に移行している。政党や圧
力団体の登場は代表民主制のこのような変化の具体的な現れと考えられる。
ところで，代表民主制を考える場合，その前提となる代表の意義について
検討する必要があるだろう。代表については，これまで政治学や憲法学の研
究者によっていろいろと論じられてきたが，本稿では，ドイツの国法学理論
を手がかりに，国政レベルで，直接民主制から間接民主制へと移行する過程
で代表という概念がどのようにして生まれ，代表がどのような機能を営み，
（１）
さらに代表者の地位はどう定義づけられるのｶﾕなどの問題を憲法政治学，さ
らには政治過程論の立場から考察したいと思う。
２代表の意義と民主主義の本質
（１）代表とはなにか
代表（Reprasentation）という概念は，これまでいろいろな捉え方がさ
れてきたように思う。純粋言語学的に見れば，代表すること(Reprtisentie‐
ren）の意味は，実際に目の前にないものが，再び目の前にあらわ（prd‐
sent）れる，つまり現存する（existentiell）ようになることであり，また，
現在し（gegenwartig）ないものが再現さ（wiederanwesend）れることで
（２）
ある。すなわち，実際はないにもかかわらず，しかし同時にそこにあるとみ
なすという特殊な弁証法的理解が代表概念には求められることになる。
ところで，このReprasentationという言葉が含みもつ「より高次の実存
的価値」に着目し，「代表」という訳語よりも「再現前」という訳語を当て
（３）
るべきだとする見解もある。本稿では，Reprasentationをこれまでの一般
的な訳語である「代表」という用語で表現するが，「再現前」という訳語に
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込められた概念理解には共感を覚える。
さて，代表という言葉を理解するにあたり，その類概念を検討することは
有意義であると思われる。言葉として使われるとき，代表は，しばしば表示
(Darstellung）と混同され，代表することが表示を意味する場合がある。
代表と表示の違いについてライプホルツはつぎのように述べる。
「表示は，代表のばあいとちがって，表示そのものの外の存在を目の
前に見せてくれるようなことはないのだ。だから，表示それだけではな
く，それを越えて表示された人または地方のことを，なお現存させよう
としたら，それは，もう造形美術どころではなくなろう。したがって，
代表という言葉を正確に使っているといいうるのは，表示が問題にされ
ないばあいだけであり，逆に，表示という言葉を正確に使っているとい
（４）
われるのは，代表が問題にされないばあいだけである｣。
また，代表に似た言葉として，代理（Vertretung）がある。両者の相違
についてライプホルツは以下のとおり述べる。
「私法領域は，代表に必須の，純粋に人格的なものを越えた理念的な
価値強調を欠いている。それゆえに，自然人および法人は，民事訴訟や
刑事訴訟のような私法領域内で代理されうるだけであり，代表されえな
い。……公法においても，代表に内在する理念的な価値強調を欠いた典
型的な代理の事実内容が存在する。したがって，代理ないしは代表とい
うもともと民法上の概念のどちらが，人がなんらかの形で国家のために
活動することになる公法の事実内容に適用できるかを，常に検討する必
（５）
要ｶﾇある｣。
さらに，代表の類概念として反映（Reflexion)，白同性（Identitat)，象
徴（Sacheinheiten)，などについてもライプホルツは検討している。たと
えば，目の前にないものを精神作用により現在化させようとするとき，それ
は認識する自我の観念世界のなかで行われる。しかし，このような現在化は
単なる反映であって代表ではない。代表は，法的な立場から人格的な法概念
として特徴づけられる概念である。また，自同`性という一元的思考に依拠す
1０６
る概念も代表とは異なる。さらに，感覚的に知覚でき，しかもその価値が強
調される具体物（国旗，忠魂碑，ワッペンなどのようなもの）について代表
をイメージすることがあるかもしれないが，これは象徴であって代表ではな
（６）
いという。
こうした代表の類概念と代表の意味の相違を検討すると，代表の事実内容
として，現象的には代表されるものの再生産があることを確認できる。それ
では，代表される者と代表する者との具体的な`性質についてはどう考えるべ
きであろうか。その点につき，Ｃ・シュミットは，どのような場面，状況で
も代表が認められるわけではなく，代表はむしろ全く特定の価値領域におい
てのみ可能であると説く。シュミットは言う。
「代表するというのは，目に見えない存在を公然と現存している存在
によって見えるようにし，現在化することである。この概念のデイアレ
クティークは，不可視的なものは不在であると前提されていながら，し
かもなお現存しているとされる点にある。このようなことはいかなる種
類の存在についても起りうることではなく，特殊の存在を前提とする。
……代表にあっては高度の存在が具体的に現われるのである。代表の理
念は，政治統一体として実存する人民が，何らかの共同生活を営む人間
集団の自然的存在に比し，より高尚な，高度で強度な存在を有すること
（７）
に基づいている｣。
（８）
このシュミットの見解に対し，ライプホノレツも同趣旨のことを述べている。
代表概念の実存性・可視性を強調し，かつそれが「より高次な存在」を前提
とするというのである。２人の見解を支持すれば，代表は，偉大，高貴，尊
厳といった言葉から連想されるような高次元の存在を抜きには語れないとい
うことになりそうである。
それではここで，代表者の地位について考えてみたい。その独立性につい
てライプホルツはつぎのように述べている。
「当然のことながら，国法上特別の関心が持たれるのは代表者の地位
である。この代表者は，国家の法律行為的意思形成に決定的に関与する
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ものであり，そして外部に向かっては共同体を義務づける決定を明確に
下さなければならないのである。したがって，単なる代表を装った人格
なのではなくて，例えば，絶対君主，政府，代表議会，国王や国民の名
で判決を下す裁判官などのように，政治的に決定を下す人格なのである。
この代表者の権能は，こんにちではとにかく，まがりなりにもかなり
詳細に限定されている。現代における成文憲法の主たる狙いのひとつは，
この意味で代表的『国家機関』の権限を詳細に規定し，かつ相互に限界
づけることである。代表者が具体的に，国家の権限規定によって設定さ
れた枠組を『外部に」あるいは『内部に」向けて踊越した場合，例えば，
立法権のみをもつ議会が司法固有のあるいは行政固有の任務領域を侵害
した場合には，代表者はその特`性において代表者に与えられる決定権を
濫用したことになる。その限りにおいては，まったく代表者とはいえな
い。なぜならば，代表者のそのような権限を正当化するであろう法的根
拠およびあらゆる代表の要件によって前提とされる法的根拠が明確では
ないからである。要約すれば，内容上その都度詳細に憲法にしたがって
決定されるべき代表者の決定権は，あらゆる自由な裁量決定と同様，法
的に拘束された決定権なのであり，そして代表者に任ぜられた者には，
まったく自らの意向にもとづいてまた窓意的な考慮にもとづいて行動す
る権限はないのである。
このことから，具体的な権限規定によって代表者が政治的決定権を与
えられているという限りでは，その決定は完全に自由になされなければ
（９）
ならなし､｣。
（２）代表民主制と政党
現代の民主主義は，間接民主制，すなわち代表民主制の形態をとっている。
国民から選挙によって選ばれた議員が議会を組織し，主権者である国民の権
能を代わって行使するというシステムである。しかしながら，直接民主制的
要素が全く排除されたわけではない。たとえば，ドイツ連邦共和国基本法で
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は，第21条で政党に言及し，政党が国民の政治的意思形成に協力することか
ら政党国家的民主制の可能性を認め，古典的な意味での議会制民主主義条項
である同法第38条との間の緊張関係がたびたび議論される。
前述のライプホルツは，議会代表制の原則は，その妥当範囲が狭くなり，
またその意義が低下したとはいえ，こんにちなおその範囲内において議員は
独自の憲法上保障された地位をある程度享有しているとして，つぎのように
言う。
「こんにちの政党国家においても，議員の地位が，たとえば，連邦の
他の機関によって脅かされるような場合には，憲法訴訟によってその地
位を守ることができるように，議員に対して当事者能力と原告適格
（10）
（Aktiv-Legitimation）とｶｺﾞ付与されている｣。
「憲法制定者による自由主義的代表議会制の諸原則に対する信念は，
こんにちでは，政党国家のもたらすある種の最悪な帰結を回避するとい
う意味しかもたないということである。自由で民主主義的な代表議会制
の諸原則によって議員の自由を再び確立しようとするすべての試みが最
終的に挫折せざるをえないのは，代表議会制の諸原則それ自体が，政党
国家に内在する諸々の危険を駆除するだけの創造的な力をほとんどもっ
ていないからである。基本法は自由主義的・代表制立憲国家を採用する
ことに決定したのだとする政治的現実を－ヴァイマル憲法時代と同様に
－単純に無視した一般的・法実証主義的な指摘は，努力目標になんら奉
仕するものではないし，代表議会制の意味での議員の独立性を再び確立
するためになんら役立つものではない。根本的に，こんにちの政党国家
の矯正は必要不可欠であるが，そうかといって，それを代表議会制の思
想を借りることによって行うということはもはや不可能なことである。
基本法第38条にいっそう広範な意味を与えようとし，そしてそれによっ
て政党国家に内在する諸々の危険に対処しようとする解釈は，この政党
国家を修正して逆戻りさせることが－たとえ善意からなされたものであ
れ－どのような手段・方策によってももはや不可能である，という事実
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を見逃している。より広い観点からみて，そのような態度は，政治的に
（11）
も憲法的にももはや時代遅れの態度表明でしｶﾕない｣。
このように，ライプホルツは政党国家論ともいうべき立場から議会制民主
主義の危機を指摘しているのである。また，ライプホルッは，政党の憲法的
融合についてつぎのように論じた。
「新しい民主制の不可欠の道具としての政党が，同時にその潜在的な
破壊者とならないように配慮することが，政党国家的民主制の構造的必
然性を正当に評価しようとする者の任務である。この目標を達成し，政
党を中央集権的，権威主義的な独裁的組織にしないためには，とりわけ
能動的市民自身が積極的に活動しなければならないが，しかしその場合
に議会代表制的自由主義や自由主義的意味において要請される選挙改革
といった伝統的な諸手段によるのではなく，政党を民主的な方法で国家
制度の中へ組み込むという政党自体の民主化を図っていくことが肝要で
ある。政党国家がそれ巨体から生み出す民主的な諸勢力の助力を得るこ
（12）
とによってのみ，政党国家に必要とされる修正ｶｺﾞ可能となる｣。
つまり，政党が国家内国家のような存在となり，民主主義の破壊者と
ならないように政党を憲法の枠内に取り込んで，その活動を保障すると
同時に厳しく制限しようとする視点がうかがえる。そしてまた，現代政
党国家における新しい民主主義の成功の鍵は，政党自体の民主化にかか
っているという。さらに，具体的に政党の民主化はどのように行われる
べきかについても，ライプホルツは述べている。
「政党自体の民主化のためには，とりわけ政党内部における意思形成
が『下から上へ』という原則によってなされること，つまりその時々の
党幹部の権威は多数決原理によって下から正当化されることが必要であ
り……さらに政党の民主化は議会への立候補者を選定する場合の民主化
も要求する。なぜなら，党官僚および党上層部の秘密政治を打破するた
（13）
めである｣。
そして，結論としてライプホルツは，つぎのとおり述べる。
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「現代の民主制的政党国家の将来および民主制の運命そのものが，こ
のような方向で動いていく民主化（政党自体の民主化）が成功するか否
（14）
ｶﾕにかかっているのである｣。
３政治過程における政党
代議制民主主義において，国民と国家権力との間を取り持つ存在，それが
政党である。民主主義社会における政党は，社会における利益の集約ないし
統合の機能を果たすことを目指している。本田教授は政治過程における政
党の意義についてつぎのように述べている。
「政党は，一般大衆の広汎な利益を実現するため，主として政策決定
の場である議会において権威的決定を行う意思決定者にたいし政策選択
肢としての彼らの諸要求を提供する。ただし，そのさい一般大衆の諸要
求を決定過程に向ける構造がどのように機能するかによって，政党の執
る戦略活動は異なった形態を示す。同じく二大政党の政党制構造のイギ
リスとアメリカにおいてさえ，決定過程に向けられる戦略には，両者に
違いが認められる。すなわち，一般大衆の諸要求を政策選択肢に構造化
する政党の機能の方向が，政治過程においては全て同じであるわけでは
（15）
ないｶﾕらである｣。
なるほど，政治過程における政党の機能は，複雑多岐にわたるが，とくに
重要なのは政策決定機能であると思われる。本稿で繰り返し引用したライプ
ホルツは，この点につき，政党国家的民主制の意義を強調するが，本田教授
はライプホルツの見解に対し，つぎのような問題提起をしている。
「ライプホルツの指摘をまつまでもなく，現代国家の政治が政党に主
導される政党国家状況であることは過言を要しない。しかし，かれの次
の一文は，政党の政治過程における主要な機能である政策決定のそれを
やや見誤った感がある。『民主主義的政党国家が，民主主義の一つの固
有の構造模型であり，現実には，憲法体系上でも憲法理論上でも現代広
域国家における人民投票的民主制の合理化された現象形態である』と定
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義しているが，問題は政策決定過程すなわちその中枢をなす議会が政策
決定のための磁場の正当化された地位を失い，次第に官僚機構にとって
代わりつつあるということに関連している。すなわち，議会主義的原理
をたてまえとしながらも，政党国家の台頭はその原理を実質的には否定
する結果として議会主義の空洞化・危機化を招来したのである。このこ
とにより，議会における政策決定過程もまた，膨大な情報と専門的技術
を駆使する官僚機構に独占されることになり，政党の政策決定機能を駆
（16）
逐する結果となったのである。政党国家の逆機#眉現象である｣。
たしかに，本田教授の指摘は正鵠を射ている。しかしながら，人民投票的
民主制の合理化された現象形態という発想は問題視されるものの，政治過程
に占める政党の意義を政党国家的民主制という視点から導き出そうとしたラ
イプホルツの主張は，こんにちの代表民主制の諸問題を考えるさい大いに参
考になると思う。すなわち，ライプホルツは言う。
「漸進的な徹底した無差別的な民主化は，現代の広域国家においては
政党の力を著しく強化させることになった。政党は，何百万人という政
治的に成年に達した能動的市民をまず組織し，行動能力を与えるのであ
る。政党は，まず選挙民を政治的に活動能力ある集団にまとめあげ，成
年に達した国民が明確に自分の意見を述べることができるようにするた
めに利用する伝声管として現われるのである。祷踏なく言えることは，
ほとんどの西欧国家における現代民主主義は多かれ少なかれ政党国家的
民主制の性格，すなわち政治的行動統一体としての政党のうえに構築さ
れた民主制のJ性格をもってきているということである。政党という媒介
項なしには，国民がこんにち国家的事象に対して政治的影響力を及ぼし，
それによって政治的領域で自らの態度表明をしていくことはまったくで
（17）
きないであろう｣。
ところで，ライプホルツは自説の政党国家的民主制と古典的意味での議会
制民主制との間の緊張関係について，つぎのように述べている。
「成文憲法が150年以来標傍してきた古典的代表議会制には適合しない
1１２
ものの，現代の民主的政党国家には調和するものであり，いわば政党国
家の内的論理および政党国家の政治的機能の前提をなしているというこ
とである。ただ，いくつかの諸憲法が，たとえばボン基本法がそうであ
るように，同時に自由主義的・代表議会制的民主制の伝統的基礎をも標
傍し，議員は全国民の代表とみなされ，そして委任や指令に拘束されず，
自己の良心にのみ従う（基本法第38条第１項）場合には，現代の政党国
家的民主制の信念と矛盾する。
この矛盾は，究極においては解決することのできないものである。こ
の矛盾は，連邦共和国において，次のことから説明がつく。すなわち，
憲法制定会議における審議の際に，現代政党国家への信念は，その原則
的傾向に従えば，同時に自由主義的な代表・議会制的民主制の諸原則に
対する信念と両立するものではないということについて明確に認識され
ていなかったということである。というのも，ここでは西欧近代民主制
における二つの相異なった構造類型が問題となっているのであって，こ
れらは，それぞれその固有の法則に従い，究極的には相互に結びつかな
いものだからである。これら二つの政治的根本決定は，理念型的にみれ
ば，孤立して並存するものではなく，むしろ別個の次元に存在するもの
であり，連邦共和国においては別個の発展に帰因するものなのである。
連邦憲法裁判所は，社会主義ライヒ党を憲法違反であるとした1952年１０
月23曰の判決においてこのことをまったく正当に認識しており，その判
決において「国民の代表者であると同時にある具体的な政党組織の代表
であるという議員の二重の地位」に内在する憲法上の緊張関係を指摘し
ている。代表議会制の観点からは，現代の民主的政党国家に対する信念
は絶えず立腹の元凶となるが，逆に現代の民主的政党国家の観点からは，
自由主義的代表民主制に対する信念についてもまさに同様のことが言え
（18）
るのである｣。
ここで，無拘束委任の原則と代表制についての問題を考えてみたい。政党
国家的民主制においては，議員は，政党の拘束を強く受けるので，自由な委
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任の下に全国民のために行動するという古典的な議会制民主主義の代表理念
を実践することはほとんど無理になる。このような，２０世紀的政党国家的民
主主義と19世紀的議会制民主主義の理念上の緊張関係をどうとらえるべきで
あろうか。
とくに，政党条項をもつドイツ連邦共和国基本法の場合，基本法上の２つ
の条文の関係が問題となる。すなわち，「政党は国民の政治的意思形成に協
力する」と規定し，政党国家的民主主義に関する条項とされる基本法第21条
と，「議員は全国民の代表者であって，委託および指示に拘束されることな
く，自己の良心のみに従う」と定め，議会制民主主義の原理を確認する基本
法第38条は，完全に矛盾・対立する関係にあるのか，それとも補完・融和の
（19）
関係にあるのｶﾕ，という問題である。
とくに，基本法第21条と第38条両規定の関係を考えるさい，現実的な事例
として，議会の議員が所属政党を離脱したり，除名されたり，他の政党に移
籍したりした場合，議員の議席を失うことになるのかどうかという問題があ
る。政党員としての地位を重視するか，議員の自由委任を重視するか，政党
国家的民主主義の理念と議会制民主主義の理念の衝突が現実の問題として浮
上した顕著な例といえよう。
憲法に政党条項を有するドイツにおいては，結論的には，比例選出議員も
含め，脱党・除名・移党は議席に影響がないとする立場が主流のようである。
つまり，基本法第21条は，政党の憲法現実を確認するだけのものであって，
それ以上の創設的効果は有しないという前提にたって，もしかりに党籍離
脱・剥奪・変更が議席喪失をもたらすならば，それは議員の政党忠誠を強化
して，議会における多数派関係を選挙と選挙の間にあっても法的に固定する
という超憲法的事態を新たに創り出すことになり容認できないという説明が
なされるのである。なるほど，こうした考え方は，憲法解釈学的には的を得
たものといえるのだろう。しかしその一方で，問題を比例代表制に限定した
場合，故意的な党籍変更を憲法が容認しているかのような疑念の余地を残す
ことは制度上好ましくないと考える学者もいる。すなわち，比例代表選出議
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員の自発的な党籍変更の場合には，議席の喪失が認められると主張するので
（20）
ある。
この問題に関し，政党条項をもたない曰本では，曰本国憲法第43条第１項
(｢全国民を代表する選挙された議員｣）の規定によって，憲法解釈上，議員
は所属政党から除名されたり脱退したりしても，別段議席の喪失にはつなが
（21）
らないと結論づけられることになるのだろうか。実際，過去に起きた移党事
件においても議席の喪失にはいたらなかった。ところが，平成12年５月の公
職選挙法改正によって，衆参両院の比例代表選出議員は，選挙後，党籍を変
（22）
更しﾌﾟこ場合には議員としての身分を失うことになった。
選挙制度にもよるが，前述のとおり，憲法に政党条項をもつドイツにおい
て未だ議論がある議席喪失問題を日本でいち早く立法化したことにはいささ
（23）
か'性急の念を禁じ得ない。また，政党助成法による政党に対する公的助成に
ついても，政党内部の民主化を怠る形で助成運用が行われるような制度に堕
落しないよう，国民は厳しい目を向けなければならないだろう。にもかかわ
らず，政党保障の観点から様々な立法化の動きがあるとすれば，それについ
てはもっと慎重に議論する必要があると思う。
４ドイツにおける議会改革
政党国家といわれるようにドイツでは，1967年に制定された政党法Iこよっ
（24）
て，国力;政党助成を積極的に行ってきた。ところが，憲法（基本法）に政党
条項をもち，政党法制をいち早く構築したドイツにおいても，最近，政党助
成の見直しが進んでいる。その象徴が，1992年，連邦憲法裁判所による政党
法の一部規定に対する違憲判決である。判決では，まず，機会均等化調整金
の規定と，企業による政党への寄付金に対する税制上の優遇措置の規定につ
いての連邦憲法裁判所の見解を改め，また，政党法第25条第２項の公開限度
額の確定に関する規定は，基本法第21条第１項第４文に反するとし，政党法
（25）
の改正を要求した。当該半Ｉ決は，政党国家ｲﾋの行き過ぎを是正する意味を持
つ判決であるといえる。
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そして，この政党法に対する－部違憲判決と機を同じくするように，ドイ
ツでは議会改革の機運が高まっている。政党国家といわれるドイツにおいて，
1990年代以降，議会主義の再生に向けた努力が議会内部から盛り上がりつつ
ある，そう言ってよいだろう。
もともと基本法は，ワイマール時代の政治制度の失敗に対する反省から，
国民の直接選挙による大統領と議会の二元主義を廃し，議院内閣制を採用す
ることで大統領の権限を大幅に縮小した。その時点で，連邦議会の政治的重
要性が高まったわけであるが，その後政党国家的民主制との緊張関係の中で，
議会改革の必要性がつねにいわれ，何度か改革が実施されてきた。しかし，
政党に対する過度の保護につながりかねない諸施策がますます議会主義の危
機感を募らせ，1990年代に新たな議会改革の動きとなって出てきたのだと推
察できる。
ドイツの連邦議会は，とくに議会の組織や活動方式の面で変革しようとし
ており，そうした最近の議会改革の動きについて政党制との関連で考えてみ
たい。
（26）
ドイツにおける議会改革の内容として，以下の諸点ｶｺﾞあげられる。
第１に，本会議討論の活性化である。これは，委員会中心主義による本会
議審議の形骸化に対する改革という観点から，本会議における本質問題討論
(Kernzeitdebatte）の導入など，本会議において重要な国政問題に関して
議員同士の討論を実現することである。第２には，個々の議員の権利の強化
である。会派組織の中に個々の議員の活動が埋没しないよう個々の議員の地
位を強化するための改革といえる。たとえば，議員秘書制度の導入（1969年
の改革で，議員は月額1,500マルクの範囲で公費で秘書を雇うことが可能と
なり，その後手当の額は次第に増額された)，議会調査局の設置などである。
第３に，野党の権利の強化がある。議会が政府に対する監督機能を有効に
果たすために，一定の範囲で野党の権利を強化しようという改革である。た
とえば，会派の要件を従来の15人から議員定数の５％へ引き上げた議事規則
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の改正，あるいはまた，野党の「反対演説」を認めたり，提出議案について
審議を求める権利を認めたり，委員会審査の状況についての報告要求権を認
めたり，公聴会の開催請求権を認めたりした議事規則の改正（会派の権利の
強化という形で行われた）がそれである。
そしてまた，会派に関する事項の立憲化がなされた。以前，ドイツ統一後
設置された合同憲法調査会において，連邦議会の会派に関する規定を基本法
に盛り込むかどうかについて議論され，結局これは実現しなかった。しかし，
会派の法的地位について明確に法定すべき点，与野党間の合意が成立してお
り，それが一般の法律の形で結実したのが1994年の「議員の法的地位に関す
（27）
る法律」（議員法）第16次改正である（施行は1995年１月１日)。
この改正議員法は，連邦議会内の会派の法的地位を明確にするとともに，
会派に対する国庫補助に関する規定を含むため，いわば会派法ともいうべき
ものである。
改正議員法の重要ポイントは概ね以下の４つである。
①会派の法的地位（46条）
会派は連邦議会議員によって構成される権利能力を有する団体であり，
会派はいかなる公権力も行使しない。
②会派の任務（47条）
会派は連邦議会の任務の達成に協力する。内外の他の議会の会派および
議会内組織と協働することができ，会派とその構成員はその活動について
広報することができる。
③会派の組織（48条）
会派はその組織および運営方法を議会制民主主義の諸原則に則って定め
かつこれを実行しなければならず，各会派はそれぞれの運営規則を定める。
④会派への国庫補助（５０，５２，５３条）
会派は，その任務の達成のため，連邦予算から金銭的，物的給付をうけ
る請求権を有する。そして，これによって受けた給付は，基本法，議員法
および連邦議会議事規則により義務づけられた会派としての任務のために
代表の意義と議会改革（齋藤）１１７
のみ使用することができ，政党のために使用することは許されない。
会派補助の使途については公開の会計報告が必要であり，会計報告書は
連邦会計検査院の検査を受ける。
また，その他にもドイツにおいては，議員定数の削減，議員歳費の決定方
法の改革，審議手続の改革，個々の議員の権利強化など，議会改革の努力が
（28）
たえず積極的に行われている。議会改革の成果については種々論じられてい
るが，「95年に試みられた審議手続改革の最も重要な眼目が，審議の透明化
と討論の活性化によって議会の現実と国民の認識とのギャップを埋め，議会
と国民を結びつける点にあったことは明らかである。その努力が実を結ぶか
（29）
どうかは，新方式の下での今後の議会運営にｶﾕかっているといえる｣。
もちろん，ドイツにおいて今後も政党が民主主義の主役であることに何の
異論もない。代議制民主主義において，国民の政治的意思形成に協力する政
党は基本法によって完全にその地位を承認されている。しかしながら，万一，
政党が公的助成制度にあぐらをかき，党内の民主化を怠り，国民の信頼を失
うような事態になれば，政党国家的民主主義の危機が訪れることになる。今
世紀，議会主義の危機がいわれて久しいが，それは同時に政党の存亡の危機
でもある。政党に対する国家の対応を段階的に分析したトリーペルの政党分
析が想い起こされよう。
すなわち，「政党国家の思想には解決困難な矛盾が横たわっている。……
近代の政党組織は必然的に『腐敗堕落」する存在である。……政党を命令に
よって廃止しようとしてもそれはできない。よかれあしかれ，それは歴史的
（30）
に生長した生活体である。し力〕し，その終わりを告ぐべき時もくるだろう｣。
翻って曰本における政党政治の現実に目を移すと，政党助成法など過度の
政党保障につながりかねない諸制度が見うけられる。そうした制度の意義は，
清潔な政治の実現のために国民が民主主義のコストを負担するというもので
あるが，真に国民のための政治になっているかどうか総点検する必要があろ
う。議会改革の必要I性は言うに及ばず，政党助成制度の改革，さらには政党
１１８
（31）
の民主ｲﾋの促進など，政治過程における政党の健全な活動の枠付けを今一度
見直さなければ，日本の将来における民主主義の発展はおぼつかないといわ
ざるをえない。
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